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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 11,497 ― 1,389 ― 1,325 ― 723 ―

20年3月期第1四半期 10,127 1.8 1,065 △11.7 1,114 △6.7 600 △7.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 12.58 ―

20年3月期第1四半期 10.43 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 58,662 19,171 31.8 324.22
20年3月期 58,677 18,687 31.1 317.25

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  18,653百万円 20年3月期  18,252百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 4.00 ― 4.00 8.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 23,000 ― 2,300 ― 2,100 ― 1,050 ― 18.25
通期 48,500 9.7 6,000 3.8 5,500 3.0 3,100 △5.4 53.88

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

(注)詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】４.その他 をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

(注)詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】４.その他 をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な理由に関する説明、その他特記事項 
(1)業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因によって予想数値と異なります。 
(2)平成20年度税制改正法案の成立を受け、減価償却資産の耐用年数を変更する財務省令が公布されましたが、当社の場合、会計上の耐用年数を税制改正に合わせ
て変更すると、経済的使用可能予測期間との乖離が拡がると考えられるため、会計上は従来の耐用年数を適用しております。 
(3)当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  57,546,050株 20年3月期  57,546,050株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  13,188株 20年3月期  13,188株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  57,532,862株 20年3月期第1四半期  57,533,670株
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期におけるわが国経済は、サブプライムローン問題を背景とした金融不安や、原燃料
価格の高騰による諸物価の上昇が続き企業収益は減少に転じ、設備投資や内需の伸びが鈍化するな
ど、先行きの不透明感を強めながら推移しました。 

化学工業におきましても、輸出や生産に弱い動きも見られ、原油価格の上昇に伴う原燃料価格の
高騰によりコスト面では更に厳しい状況にありました。 

このような情勢下におきまして、当社グループは、「チャレンジ５００」をキーワードとした中期
経営計画の２年目にあたり、積極的な設備投資によるフッ素系製品の拡販と業務全般にわたるコス
トダウンの徹底により収益力を強化するとともに、当社の強みであるフッ素関連技術を活かした新
規製品の開発に取り組んでまいりました。 

この結果、当第１四半期の売上高は、基礎化学品事業部門が、価格修正効果はあったものの一部
製品の撤退により減収となりましたが、精密化学品事業部門のうちフッ素系製品が、半導体・液晶
向けの需要に支えられ販売数量が伸展したため、114億97百万円と前年同期に比べ13億69百万円、
13.5%の増加となりました。損益につきましては、経常利益は、13 億 25 百万円と前年同期に比べ 2
億 10 百万円、18.9%の増加となりました。四半期純利益は、7億 23 百万円と前年同期に比べ 1 億 23
百万円、20.5%の増加となりました。 

 

事業の種類別セグメント別の概況は、次のとおりであります。 
 

①基礎化学品事業部門 
(無機製品) 
か性ソーダは、価格修正効果により前年同期に比べ増収になりましたが、塩酸は、数量の減少に

より前年同期に比べ減収となりました。 
 
(有機製品) 
トリクロールエチレン及びパークロールエチレンは、販売数量の増加と価格修正効果により前年

同期に比べ増収となりました。その他有機製品は、シクロヘキサン、シクロヘキサノンは原燃料価
格高騰による値上げにより増加したものの、シクロヘキシルアミン等一部製品の販売を終了したた
め、前年同期に比べ減収となりました。 

以上の結果、基礎化学品事業部門の売上高は、28 億 55 百万円となり、前年同期に比べ減収となり
ました。 

 

②精密化学品事業部門 
(鉄系製品) 
キャリヤーは、販売数量の増加により、前年同期に比べ増収となりました。鉄酸化物は、道路用

建材、着色剤が増加したため、前年同期に比べ増収となりました。 
 
(フッ素系製品) 
半導体・液晶用特殊ガス類については、三フッ化窒素および六フッ化硫黄は、半導体や液晶向け

の需要に支えられ販売数量が増加し、前年同期に比べ増収となりました。エッチングガスであるヘ
キサフルオロ-1,3-ブタジエンは半導体の微細化を受け需要が拡大し、前年同期に比べ増収となりま
した。六フッ化タングステンも、需要の増加により前年同期に比べ増収となりました。また、電池
材料の六フッ化リン酸リチウムは前年同期並みの売上でしたが、電池の添加剤のフルオロエチレン
カーボネートは、前年同期に比べ減収となりました。 

以上の結果、精密化学品事業部門の売上高は、76 億 14 百万円となり、前年同期に比べ増収となり
ました。 

 
③その他事業部門 

化学および一般産業用プラント建設は、前年同期に比べ増収となりました。 
以上の結果、その他事業部門の売上高は、10 億 27 百万円となり、前年同期に比べ増収となりまし

た。 
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２．連結財政状態に関する定性的情報 

当第 1四半期末の総資産は、前連結会計年度末に比べ 15 百万円減少し、586 億 62 百万円となりま
した。現金及び預金、たな卸資産が増加した一方で有価証券が減少いたしました。負債合計が 5 億
円減少したこと、四半期純利益が 7億 23 百万円となったことなどから、自己資本比率は前連結会計
年度末の 31.1％から 31.8％となりました。 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

当第１四半期の業績は、計画と比べ順調に推移しており、現時点において、第２四半期連結累計
期間および通期の連結業績予想に変更はありません。しかしながら、今後の原燃料価格上昇による
コスト増加と、景気の減速による需要の減少や競争の激化による販売価格の下落が懸念されます。
今後の情報収集等により、業績予想について見直しが必要と判断した場合には、速やかに開示して
まいります。 

４．その他 

(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

  

(2)簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対
する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率
を乗じて計算しております。 

②棚卸資産の簿価切下げについては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価格を
見積もり、簿価切下げを行う方法によっております。 

 

(3)四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号）及び「四半
期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 14 号）を適用しておりま
す。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

②たな卸資産の評価基準及び評価方法 
通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として月別移動平均法による原価
法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」
（企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、主として月別移動平均法による原価法（貸
借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。
これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ 48 百万円減少し
ております。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

③連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 
当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する
当面の取扱い」（実務対応報告第 18 号）を適用しております。なお、これによる損益に与える
影響はありません。 

④リース取引に関する会計基準の適用 
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号）及び
「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号）を当第１四半期
連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっており
ます。これによる損益に与える影響はありません。なお、リース取引開始日が適用初年度前の
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理を引き続き採用しております。 
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,540 4,723 

受取手形及び売掛金 12,402 12,328 

製品 2,336 2,336 

原材料 1,299 1,432 

仕掛品 2,762 2,356 

貯蔵品 356 284 

その他 1,224 2,470 

貸倒引当金 △31 △32 

流動資産合計 25,891 25,899 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,831 6,858 

機械装置及び運搬具（純額） 11,461 12,001 

その他（純額） 6,569 6,105 

有形固定資産合計 24,862 24,965 

無形固定資産 594 589 

投資その他の資産   

投資有価証券 5,857 5,704 

その他 1,467 1,528 

貸倒引当金 △11 △9 

投資その他の資産合計 7,313 7,223 

固定資産合計 32,770 32,778 

資産合計 58,662 58,677 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,690 7,695 

短期借入金 8,139 8,203 

1年内返済予定の長期借入金 3,972 3,824 

未払法人税等 570 1,073 

その他 3,849 2,926 

流動負債合計 24,224 23,722 

固定負債   

長期借入金 12,589 13,535 

退職給付引当金 1,864 1,866 

役員退職慰労引当金 109 107 

その他 703 758 

固定負債合計 15,266 16,268 

負債合計 39,490 39,990 
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,877 2,877 

資本剰余金 1,614 1,614 

利益剰余金 13,329 12,836 

自己株式 △6 △6 

株主資本合計 17,815 17,321 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 941 858 

繰延ヘッジ損益 △0 0 

為替換算調整勘定 △103 72 

評価・換算差額等合計 837 930 

少数株主持分 518 434 

純資産合計 19,171 18,687 

負債純資産合計 58,662 58,677 
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日) 

売上高 11,497 

売上原価 8,459 

売上総利益 3,038 

販売費及び一般管理費 1,648 

営業利益 1,389 

営業外収益  

受取利息 4 

受取配当金 65 

その他 45 

営業外収益合計 114 

営業外費用  

支払利息 124 

その他 55 

営業外費用合計 179 

経常利益 1,325 

特別損失  

固定資産除却損 30 

特別損失合計 30 

税金等調整前四半期純利益 1,294 

法人税等 462 

少数株主利益 108 

四半期純利益 723 
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 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（３）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

（４）セグメント情報 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

当社グループの採用する利益センターによって区分しております。 

２ 事業区分の主要製品 

基礎化学品事業…か性ソーダ、塩酸などの無機製品、トリクロールエチレン、シクロヘキサンなどの有機

製品 

精密化学品事業…三フッ化窒素などのフッ素系製品ならびにキャリヤーなどの鉄系化学関連製品 

その他事業………化学工業用設備の製作 

３ 会計処理の方法の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

【定性的情報・財務諸表等】４（３）②に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益は精密化学品事業で16百万円減少し、営業損失は

基礎化学品事業で31百万円増加しております。 

  
基礎化学品

事業 
（百万円） 

精密化学品
事業 

（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 2,855 7,614 1,027 11,497 － 11,497 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － 280 280 (280) － 

計 2,855 7,614 1,308 11,778 (280) 11,497 

営業利益又は営業損失（△） △34 1,198 186 1,351 38 1,389 
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ｂ．所在地別セグメント情報 

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア………韓国、台湾 

３ 会計処理の方法の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

【定性的情報・財務諸表等】４（３）②に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が日本で48百万円減少しております。 

  

ｃ．海外売上高 

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

（１）アジア：韓国、台湾、中国 

（２）欧米：米国、スペイン、フランス、ベルギー 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 8,834 2,663 11,497 － 11,497 

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
2,306 17 2,324 (2,324) － 

計 11,141 2,680 13,821 (2,324) 11,497 

営業利益 1,222 153 1,375 13 1,389 

 アジア 欧米 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,103 413 4,517 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 11,497 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
35.7 3.6 39.3 
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「参考資料」 

前四半期に係る財務諸表等 

（１）（要約）四半期連結損益計算書 

科目 

前年同四半期 
（平成20年3月期 
第1四半期） 

金額（百万円） 

Ⅰ 売上高 10,127 

Ⅱ 売上原価 7,435 

売上総利益 2,692 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,626 

営業利益 1,065 

Ⅳ 営業外収益 183 

１ 受取利息 1 

２ 受取配当金 60 

３ その他  120 

Ⅴ 営業外費用 134 

１ 支払利息  96 

２ その他  38 

経常利益 1,114 

Ⅵ 特別損失 16 

  固定資産除却損  16 

税金等調整前四半期純利益 1,098 

法人税等 487 

少数株主利益  10 

四半期純利益 600 
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